
災害ハザードエリア内の曝露人口・事業所変化に関する研究 

 

名城大学  学生会員  ヌウェイ ヌウェイゾー 

名城大学  学生非会員 加藤 啓吾 

名城大学  学生会員  水流 風馬 

名城大学  正会員   鈴木 温 

１．はじめに  

 近年，我が国では豪雨等による洪水・土砂災害が頻

発し，甚大な被害がもたらされている．頻発・激甚化

する被害の背景には，自然災害リスクの高い地域に

居住者，施設等が増加したことが一因として考えら

れる．この問題に対し，2020 年 2 月に都市再生特別

措置法が改正され，災害対策として災害ハザードエ

リア内の新規立地の抑制，災害ハザードエリアから

の移転促進等が明記された．しかし，事業所の移転に

あたり居住地にどう影響を与えるか考慮しなければ

ならない．本研究では，曝露人口及び事業所数の経年

変化を算出することで，災害ハザードエリア内の人

口・事業所変化の関連性を明らかにし，今後の防災対

策の一助となる知見を得ることを目的とする． 

２．本研究の特徴  

 災害曝露人口を推計した研究では，池永ら 1)は地

震・洪水・土砂災害の曝露人口を都道府県別に算出

し，将来人口推計を用いて，災害リスクと人口減少率

の関係性を明らかにした．松中ら 2)は過去と現在で，

土地利用及び土地利用規制による分類別の地震・洪

水・土砂災害の曝露人口割合を算出し，関連性を明ら

かにした．本研究では，過去の複数時点と現在で洪

水・土砂災害・津波災害における曝露人口に加え，曝

露事業所数の経年変化を算出し，人口分布と事業所

数の推移及び関連性を明らかにする． 

３．本研究に用いたデータの構築 

 本研究では，GIS を用いて日本全国を 500m メッシ

ュ単位に分割し、国土数値情報より浸水想定区域，土

砂災害警戒区域及び津波浸水想定区域，国勢調査よ

り人口（過去の 2005 年と 2010 年，現在の 2015 年），

経済センサスより全産業事業所数（過去の 2006 年と

2009 年，現在の 2014 年）に関するデータを収集し，

データを構築する. 

４．分析方法  

 本研究では災害ハザードエリア内の人口の計算を

行うため，各災害区域データと人口・事業所データの

重ね合わせが必要となる．その際，GIS を用いて曝露

人口と曝露施設数を 46 都道府県別（沖縄県を除く）

算出し，3 つの時点での経年変化と人口と施設の関連

性を明らかにする．なお，津波災害に関しては 29 道

府県別(18 都県を除く) を対象とする． 

５．分析結果 

 全国の各災害の曝露人口割合と曝露事業所数割合

の経年変化を図 1 に示す．図は左から順に 2005 年-

2006 年，2010 年-2009 年，2015 年-2014 年となって

いる． 

洪水災害では，曝露人口の割合が 2005 年から 2010

年にかけて 0.30%増加し，2010 年から 2015 年では

0.32％増加した．しかし，曝露事業所数割合は 2006

年と 2009 年を比較して，0.05%減少し，2014 年では

2009 年と比較して 0.17%減少した． 

土砂災害では，人口の割合が 2005 年から 2010 年

にかけて 0.22%減少し，2010 年から 2015 年では

0.20%減少した．そして，曝露事業所数割合は 2006 年

と 2009 年を比較して， 0.06%減少し，2014 年では

2009 年と比較して 0.17%減少した． 

津波災害では，人口の割合が 2005 年から 2010 年

にかけて 2.25%減少し, 2010年から 2015年では 3.1%

減少した．そして，曝露事業所数割合は 2006 年と

2009 年を比較して， 0.1%減少し，2014 年では 2009

年と比較して 0.21%減少した． 
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洪水については，災害リスクの高い地域に居住者

が増加している一方で，津波と土砂災害については

減少傾向にあると言える．事業所数は，三災害ともに

災害リスクは減少していると言える． 

 

 

図 2 には 2005 年から 10 年後に変化した津波災害

ハザードエリア内の人口変化率と事業所変化率を示

す.曝露人口と曝露事業所数との関係を分析した結

果，全体的人口変化率だけではなく事業所変化率も

減少傾向にあると言える．西日本の多くの府県には

人口変化が減少していることを明らかになった．大

分県と宮崎県では曝露事業所割合に比べ，曝露人口

割合が低下しているのが分かった.しかし、曝露事

業所数変化は東日本の方がもっと下がっていること

が分かった.そして，関東地方の茨城県，千葉県，

山形県と中部地方の三重県，岡山県は人口変化より

事業所変化が下がっていることが明らかになった.

反対に，高知県では人口変化率，熊本県には人口変

化率が上がっているのが分かった. 

 

６．おわりに  

 本研究では，洪水・土砂災害・津波災害の三災害を

対象に曝露人口・事業所数を算出した．洪水では，全

国を俯瞰してみると 2005 年から 2015 年にかけて増

加していることが分かった．近年の西日本での洪水

被害の多発は，洪水災害の激甚化のみならず，曝露人

口が増加していることが一因として考えられる．そ

の一方で，土砂災害では，全国，都道府県別ともに洪

水と比較して曝露人口は少なく，曝露人口割合は減

少傾向にあることを示した．また津波災害にも 29 道

府県別(18 都県を除く)曝露人口及び曝露人口割合は

減少傾向にあることが明らかになった. 

今後の課題としては，市区町村単位で分析するこ

とで地域特性に合った防災対策を検討していくこと

が考える. 
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図 4 曝露人口変化率と曝露事業所変化率（人口：2005 年～2015 年，事業所：2006 年～2014

年） 

図 1 全国の各災害曝露人口割合と事業所数割合の

経年変化年） 

図 2 曝露人口変化率と曝露事業所変化率（津波）（人口：2005 年～2015 年，事業所：2006 年～2014）

年） 
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